
 

様式第１１ 

年  月  日 

特定子会社包括許可申請明細書 

経済産業大臣 殿  

申請者名  

氏名又は 

名称及び 

代表者の氏名               

住   所                                   

電話番号（担当）                         

 

下記のとおり、特定子会社包括輸出・役務取引許可を申請します。  

 

記 

１．申請者の概要  
 

事業内容  

主要取扱品目 
 

資本金 ○資本金       百万円（  年  月  日 現在） 

輸出管理部門名  

（事務局部門名） 

 

輸出管理内部規程 

受理票発行年月日 

年  月  日 輸出管理内部規程 

受理番号 

 

 

２．申請理由  

 

３．特定子会社の概要  

※ 特定子会社を追加又は削除する場合も、当該変更に影響を受けない全ての特定子会 

社を記載のこと。 

（特定子会社①） 

新規追加・既存・削除（該当するものを○印で囲む） 

輸入者・最終需要者・取引の相手方・利用する者（該当するものを○印で囲む） 

名称： 

住所： 

事業概要： 

主な取引先： 

申請者との資本関係： 

申請者以外の出資者： 

貨物の使用場所・設置場所： 

※ 特定子会社の組織図及び存在確認に資する資料（使用場所・設置場所が特定子会社 



 

の住所と異なる場合には、その場所等を示す資料）を添付のこと 

（特定子会社②） 

新規追加・既存・削除（該当するものを○印で囲む） 

輸入者・最終需要者・取引の相手方・利用する者（該当するものを○印で囲む） 

名称： 

住所： 

事業概要： 

主な取引先： 

申請者との資本関係： 

申請者以外の出資者： 

貨物の使用場所・設置場所： 

※ 特定子会社の組織図及び存在確認に資する資料（使用場所・設置場所が特定子会 

社の住所と異なる場合には、その場所等を示す資料）を添付のこと 

 

４．最終需要者等 

※ 最終需要者等を追加又は削除する場合、当該変更に影響を受けない全ての最終需要 

者等を記載のこと。 

※ 特定子会社（輸入者又は取引の相手方の場合に限る。）が特定子会社以外の者（最 

終需要者等）に対して、再販売、再移転若しくは再輸出又は再提供を行うことが申 

請時に明らかな場合には、以下についても必ず記載して下さい。 

（最終需要者①）新規追加・既存・削除（該当するものを○印で囲む） 

名称： 

住所： 

事業概要： 

ホームページURL（無い場合は概要が分かる資料を添付のこと）： 

取引歴・今後の取引予定： 

※ 取引歴・今後の取引予定が分かる資料を添付のこと 

（最終需要者②）新規追加・既存・削除（該当するものを○印で囲む） 

名称： 

住所： 

事業概要： 

ホームページURL（無い場合は概要が分かる資料を添付のこと）： 

取引歴・今後の取引予定： 

※  取引歴・今後の取引予定が分かる資料を添付のこと 

 

５．分割を必要とする場合の理由 

 

６．必要通数 


